
（様式５） 

判断基準が法令の定めに言い尽くされている場合の当該法令の規定 

 
審査基準（申請に対する処分関係） 

（変更） 

資料番号 47 担当課 消防防災安全課 

法令名 火薬類取締法 根拠条項 法第 31 条第３項 
許認可等

の内容 
保安責任者免状の交付 

○火薬類取締法 

 （保安責任者免状） 

第三十一条 （略） 

２ （略） 

３ 甲種火薬類製造保安責任者免状及び乙種火薬類製造保安責任者免状は、経済産業大臣の行な

う試験に合格した者に対し、丙種火薬類製造保安責任者免状、甲種火薬類取扱保安責任者免状

及び乙種火薬類取扱保安責任者免状は、都道府県知事の行なう試験に合格した者に対し交付す

る。 

４ 経済産業大臣又は都道府県知事は、次の各号の一に該当する者に対しては、火薬類製造保安

責任者免状又は火薬類取扱保安責任者免状の交付を行なわないことができる。 

一 次項の規定により火薬類製造保安責任者免状又は火薬類取扱保安責任者免状の返納を命

ぜられ、その日から一年を経過していない者 

二 この法律又はこの法律に基づく命令の規定に違反し、罰金以上の刑に処せられ、その執行

を終わり、又は執行を受けることのなくなつた後、二年を経過していない者 

５ （略） 

６ 第三項の試験の課目、受験手続その他試験の実施細目並びに火薬類製造保安責任者免状及び

火薬類取扱保安責任者免状の交付及び返納に関する手続的事項は、経済産業省令で定める。 

７ （略） 

 

○火薬類取締法施行規則 
（免状の交付の申請） 

第七十八条の二 火薬類製造保安責任者免状又は火薬類取扱保安責任者免状の交付を受けよう
とする者は、様式第三十二の免状交付申請書に当該試験に合格した者であることを証明する書
類を添えて、当該試験に係る経済産業大臣又は都道府県知事（法第三十一条の二第一項の規定
に基づき経済産業大臣又は都道府県知事が免状交付申請書の受理の事務を含む免状交付事務
を委託している場合にあつては、当該法人）に提出しなければならない。 

 

 

 


